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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第36期

前第３四半期
連結累計期間

第37期
当第３四半期
累計期間　

第36期
前第３四半期
連結会計期間

第37期
当第３四半期
会計期間　

第36期　
前連結会計年度

　

会計期間

自平成20年
７月１日
至平成21年
３月31日

自平成21年
７月１日
至平成22年
３月31日

自平成21年
１月１日
至平成21年
３月31日

自平成22年
１月１日
至平成22年
３月31日

自平成20年
７月１日
至平成21年
６月30日

売上高（千円） 1,179,8901,205,895383,278373,697　 1,539,864

経常利益又は経常損失（△）

（千円）
△85,544 32,553 △17,953 1,260 △132,696

四半期純利益又は四半期（当期）

純損失（△）（千円）
△109,674 15,713 △13,633 △4,065 △148,426

持分法を適用した場合の投資利益

（千円）
－ － － － －

資本金（千円） － － 178,375 190,375 190,375

発行済株式総数（千株） － － 97 109 109

純資産額（千円） － － 750,054 766,088 750,122

総資産額（千円） － － 3,413,5683,015,7423,334,743

１株当たり純資産額（円） － － 7,690.416,991.746,848.24

１株当たり四半期純利益金額又は

四半期（当期）純損失金額（△）

（円）　

△1,124.87 143.50 △139.83 △37.13△1,480.40

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ 136.79 － － －

１株当たり配当額（円） － － － － －

自己資本比率（％） － － 22.0 25.4 22.5

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
201,034 191,864 － － 258,403

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
14,372 △15,195 － － 13,092

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△144,294△283,925 － － △182,144

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ － 133,533 44,516 151,772

従業員数（人） － － 86 84 85

　（注）１．前連結会計年度まで連結財務諸表を作成しているため、前第３四半期累計（会計）期間及び前事業年度に代

えて前第３四半期連結累計（会計）期間及び前連結会計年度について記載しております。

　　　　２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３. 第36期前第３四半期連結累計（会計）期間、第37期当第３四半期会計期間及び第36期前連結会計年度の潜在

株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期

（当期）純損失であるため記載しておりません。
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２【事業の内容】

当第３四半期会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。　

　

３【関係会社の状況】

当第３四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４【従業員の状況】

　提出会社の状況

 平成22年３月31日現在

従業員数（人） 84 (8)

　（注）従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時雇用者数

（パートタイマー、人材会社からの派遣社員、季節工を含む。）は、当第３四半期会計期間の人員を（　）外数で記

載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

当社の生産実績の内容は、販売実績と一致しているため「(3)販売実績」を参照してください。

(2）受注状況

当社は、受注と役務の提供がほぼ同時であるため、受注管理は行っておりません。

(3）販売実績

当第３四半期会計期間の販売実績を事業別に示すと、次のとおりであります。

なお、前年同四半期については、四半期連結財務諸表を作成しているため、前年同四半期比は記載しておりませ

ん。　

事業別の名称
当第３四半期会計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

建設系リサイクル事業（千円） 281,108

食品系リサイクル事業（千円） 62,814

その他事業（千円） 29,774

合計（千円） 373,697

（注）１．当第３四半期会計期間において主要な相手先別販売実績に該当する販売相手先はないため、記載を省

略しております。　

２．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２【事業等のリスク】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

当社は、前事業年度において、当社の主たる事業である建設廃棄物処理業を取り巻く事業環境が悪化したこと等に

より、経常損失133,186千円及び当期純損失148,338千円を計上しております。当第３四半期会計期間においては、経営

計画の達成に向けた取り組みにより業績が大幅に改善した結果、四半期経常利益1,260千円を計上したものの、事業構

造改善費用として特別損失14,644千円を計上したことにより、四半期純損失4,065千円となりました。

当該状況により、提出会社が将来にわたって事業活動を継続するとの前提に重要な疑義を生じさせるような事象又

は状況が存在しております。

しかしながら、当第３四半期会計期間において、前四半期報告書に記載した事業等のリスクの一部が下記の理由に

より解消したものと判断しております。

営業キャッシュ・フローと比較して高水準な状況でありました金融機関への借入返済につきましては、取引金融機

関の皆様より金融債務の返済金額並びに返済期間の変更に関する再建計画書に対する同意書を受領するとともに一

部の借入契約に規定された財務制限条項の抵触を解消いたしました。これにより今後の借入金返済につきましては、

現状の営業キャッシュ・フローを返済原資とした返済額並びに返済期間の変更に関する契約を締結しております。

なお、当第３四半期会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券

報告書に記載した事業等のリスクについて当該事項以外の重要な変更はありません。　
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３【経営上の重要な契約等】

当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

当社は第１四半期会計期間より、連結対象となる子会社がありませんので四半期連結財務諸表を作成しておりませ

ん。これにより当第３四半期会計期間において比較、分析に用いた前年同四半期会計期間に対応する数値は、独立監査

人による四半期レビューを受けていないため、前年同期比較に関する情報は参考として記載しております。なお、文中

の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

（１）経営成績の分析

当第３四半期会計期間におきまして、建設系廃棄物を取り巻く事業環境は、新設住宅着工戸数が大幅に落ち込み、解

体工事件数も減少するなど依然として厳しい状況が続いておりますが、廃棄物受入数量の安定化に努めてまいりまし

た。全般的には解体工事、新築廃棄物の収集運搬売上が減少しているため、売上高は概ね計画通りでありましたが、廃

棄物の受入売上は計画を上回る数値で推移しております。具体的には建設業以外の取引先拡大並びに一般廃棄物の受

入強化に注力した結果、取引先のご支持を得て、計画を上回る受入数量を確保することができました。新規取引先につ

きましては今期も順調にご契約いただき、現在の取引先社数は700社を超えております。今期の新規取引先社数は242

社、１社当たりの平均取引金額は412千円、当該取引先の売上金額は101百万円となり、期首の計画通り堅調に推移して

おります。また、前期の新規契約先につきましても今期の取引金額は200百万円を超えており、着実に取引が継続して

おりますので、売上高の増加に寄与しております。加えて、受入廃棄物に占める非建設系廃棄物の割合も大幅に増加し

ておりますので、今後も取引先業種の拡大に努めてまいります。

また、重要な経営課題でありました有利子負債の返済方法につきましては、継続的に計上しております営業キャッ

シュ・フローを返済原資とする計画に関して、各金融機関と協議を行ってまいりましたが、平成22年３月末に全ての

金融機関から返済額及び返済方法の変更に関する同意書を受領しております。その結果、有利子負債の元金及び利息

の支払い並びに設備投資に関する割賦未払金、ファイナンスリース未払金の返済金額は、経常収支見込み金額の概ね

75％前後の水準となり、抜本的な財務体質の改善となりました。

これらの結果、当第３四半期会計期間の業績は、売上高373百万円（前期同期比2.5％減）でありましたが、売上原価

及び販売管理費の削減に努めた成果もあり、収益構造は大幅に改善しており、営業利益は19百万円（前年同期比

378.96％増）、経常利益は１百万円（前年同期は17百万円の経常損失）、四半期純損失は４百万円（前年同期は13百

万円の四半期純損失）となりました。

　事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 売上高 構成比 前年同期比

　建設系リサイクル事業 281,108千円 75.2％ 101.9％

　食品系リサイクル事業 62,814千円 16.8％ 92.1％

　その他事業 29,774千円 8.0％ 75.8％

合計 373,697千円 100.0％ 97.5％

　　　

（建設系リサイクル事業）　

建設系リサイクル事業は、外部環境が厳しい状況が継続しておりますが、建設業以外から発生する廃棄物の受入数

量増加に向け、既存取引先の紹介を含め新規取引先の拡大に努めた結果、第２四半期以降、非建設系廃棄物の構成割合

は増加傾向で推移しております。焼却、発電施設の受入数量は前年同期比で15.7％の増加となりましたが、受入平均単

価は5.7％低下しております。がれき類等のその他廃棄物は建設工事から発生する廃棄物が大部分を占めております

ので、受入数量は6.6％の減少となりましたが、受入平均単価は8.1％上昇しております。発電施設は売電単価の改定等

により、売上高は前年同期比21.1％増、売上総利益は90.4％増となりました。その他施設につきましても稼働率の向上

と修繕費、減価償却費等の原価低減により、売上総利益は全同期比期で大幅に改善しております。

これらの結果、当第３四半期会計期間の売上高は281百万円（前年同期比1.9％増）、営業利益は60百万円（前年同

期比46.9％増）となりました。
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（食品系リサイクル事業）　

食品系リサイクル事業は、将来の受入数量拡大に向け、リキッド飼料を利用した養豚試験に注力してまいりました。

茨城県の鉾田ファームでの肥育頭数も順調に増加しており、平成22年３月末現在で258頭を超えております。現在は子

豚が中心でありますが、今期６月以降、当社で製造したリキッド飼料による肥育養豚の出荷を計画しております。業務

提携先でありますエスシーエス㈱とともに飼料化原料の受注拡大を進めております。輸入飼料の高騰等により、飼料

化向けの原料である食品循環資源は価格競争等も発生している状況でありますが、既存取引先の受入数量増加及び新

規取引先の拡大に努めてまいります。

これらの結果、当第３四半期会計期間の売上高は62百万円（前年同期比7.9％減）、営業利益は養豚試験に関する費

用として15百万円を計上したため14百万円（前年同期比14.1％減）となりました。

　

（その他事業）

その他事業は、解体工事の受注件数が減少したものの、外注費の削減等により営業利益は回復しております。白蟻工

事につきましては既存工事の受注件数が計画通り推移しております。

これらの結果、当第３四半期会計期間の売上高は29百万円（前年同期比24.2％減）、営業利益は0.8百万円（前年同

期比49.7％減）となりました。

　　

（２）財政状態の分析

当第３四半期会計期間末の総資産は前連結会計年度末と比較して319百万円減少し、3,015百万円となりました。主な

増減要因として、流動資産については有利子負債の返済により現預金が107百万円減少し、売上高の増加により売掛金

が3百万円増加しております。固定資産については減価償却等により228百万円減少しております。負債については借入

金の返済及び社債の償還等により、334百万円の減少となりました。純資産については四半期純利益の計上により15百

万円増加し、766百万円となりました。

　

（３）キャッシュ・フローの状況

当第３四半期会計期間末における現金及び現金同等物は、44百万円となりました。当第３四半期会計期間における活

動毎のキャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

　

　(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動の結果得られた資金は45百万円となりました。これは主に減価償却費70百万円の収入と税引前四半期純損

失14百万円の計上によるものであります。

　

　(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動の結果得られた資金は28百万円となりました。これは主に有形固定資産の売却による21百万円の収入によ

るものであります。　

　

　(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動の結果使用した資金は51百万円となりました。これは主に長期借入れによる84百万円の収入と社債の償還、

割賦未払金等の返済による135百万円の支出によるものであります。

　

（４）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題は

ありません。

　

（５）研究開発活動

当第３四半期会計期間における当社の研究開発費の総額は４百万円であります。なお、当第３四半期会計期間におい

て、当社の研究開発活動に重要な変更はありません。　
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（６）事業等のリスクに記載した重要事象等についての分析・検討内容及び当該重要事象等を解消し、又は改善するた

めの対応策

当社は「第２　事業の状況　２　事業等のリスク」に記載されている、将来にわたって事業活動を継続するとの前提

に重要な疑義を生じさせるような状況を解消すべく、具体的な施策といたしまして、①新規取引先及び取引業種の拡

大、②食品系リサイクル事業の営業黒字の拡大、③一般廃棄物の受入強化、④業務提携による営業体制の強化等、経営

計画の達成に向けた施策の実行に取り組んでまいりました。

これらの取り組みに注力した結果、廃棄物の受入数量は増加傾向で推移しております。今後も取引先社数の増加を

進めるとともに、一般廃棄物の受入強化等、取引業種の拡大に注力することにより、外部環境に影響を受けない収益構

造の構築に努めてまいります。　

なお、当第３四半期会計期間において、取引金融機関の皆様より金融債務の返済金額並びに返済期間の変更に関す

る再建計画書に対する同意書を受領するとともに一部の借入契約に規定された財務制限条項の抵触を解消いたしま

した。これにより今後の借入金返済につきましては、現状の営業キャッシュ・フローを返済原資とした返済額並びに

返済期間の変更に関する契約を締結しております。

今後も経営計画達成に邁進し、経常損益の継続的な黒字化、営業キャッシュ・フローの向上及び財務体質の改善を

進めることにより、継続企業の前提に関する重要な不確実性は認められないものと判断しております。　
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第３四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第３四半期会計期間において、前四半期会計期間末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更

はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 240,000

計 240,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現在発行数

（株）
（平成22年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年５月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 109,500 109,500
東京証券取引所

（マザーズ）
（注）

計 109,500 109,500 － －

　（注）１．権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。

　　　　２．当社は単元株制度を採用しており、１単元の株式数は10株であります。　

　　　　３．「提出日現在発行数」欄には、平成22年５月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使（旧商法

に基づき発行された転換社債の転換及び新株引受権付社債の権利行使を含む。）により発行された株式数は

含まれておりません。
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（２）【新株予約権等の状況】

①　旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権の状況

（平成12年６月５日　臨時株主総会　特別決議）

 
第３四半期会計期間末現在
（平成22年３月31日）

新株予約権の数（個） ―

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 4,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 2,000

新株予約権の行使期間
自　平成14年８月１日

至　平成22年５月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　 2,000

資本組入額　　 1,000

新株予約権の行使の条件 （注）２

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）２

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

　（注）１．時価を下回る価額で新株式を発行（新株引受権等の権利行使による場合を除く）する時には、次の算式によ

り発行価額を調整し調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとします。

    
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後発行価額 ＝ 調整前発行価額 ×
新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行による増加株式数

また、株式の分割又は併合を伴う場合、発行価額は当該分割又は併合の比率に応じ比例的に調整されるもの

とし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとします。

２．主な新株引受権の行使条件及び譲渡に関する事項は次のとおりであります。

①　対象者が死亡した場合は、死亡後２年内に限りその相続人が新株引受権を行使することができる。

②　対象者が退職した場合は、当該新株引受権は消滅するものとする。

③　新株引受権の譲渡、またはこれに担保権を設定することは認められないものとする。

④　その他の条件については、当社と付与対象者との間で締結する新株引受権付与契約書に定めるところによ

る。

②　新株引受権付社債の状況

第１回新株引受権付社債（平成12年６月20日発行）

 
第３四半期会計期間末現在
（平成22年３月31日）

新株引受権の残高（千円） 24,000

新株引受権の権利行使により発行する株式の発行価格

（円）
2,000

資本組入額（円） 1,000
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 　③　会社法の規定に基づく新株予約権の状況

 　　　平成21年９月18日定時株主総会決議

 
第３四半期会計期間末現在
（平成22年３月31日）

新株予約権の数（個） 250

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 2,500

新株予約権の行使時の払込金額（円） 3,215

新株予約権の行使期間
自　平成23年３月25日

至　平成26年３月24日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　3,215

資本組入額　　　1,607

新株予約権の行使の条件

①新株予約権者は権利行使時においても当社取締役、監

査役、従業員または当社子会社取締役、監査役、従業員

のいずれかの地位であることを要する。

②新株予約権の譲渡、質入れその他担保設定及び相続は

認めない。

③その他新株予約権の割当に関する条件については、本

総会決議及び新株予約権発行の取締役会決議に基づ

き、当社と新株予約権の割当を受ける者との間で締結

する契約に定める。

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については取締役会の承

認を要する。

代用払込みに関する事項  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －

　

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成22年１月１日～

平成22年３月31日
－ 109,500 － 190,375 － 311,235

（注）平成22年５月６日に、平成12年６月５付けにて発行しました新株引受権並びに平成12年６月20日付けにて発行し

ました第１回新株引受権付社債の行使により、発行済株式総数が16千株、資本金及び資本準備金がそれぞれ16百

万円増加しております。

　

（５）【大株主の状況】

平成22年５月10日付けで、小林直人並びに上竹智久から大量保有報告書の写しの送付があり、平成22年５月

６日に新株引受権の行使を行ったことにより、小林直人が16,900株、上竹智久が10,100株を保有している旨の

報告を受けておりますが、株主名簿の記載内容が確認できないため、当社として実質所有株式数の確認ができ

ません。 

なお、小林直人並びに上竹智久の大量保有報告書の写しの内容は以下のとおりであります。

　

①大量保有者　　　　　　　　　　　　　　　　　小林直人

　住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　千葉県白井市

　保有株券等の数　　　　　　　　　　　　　　　株式　16,900株

　株券等保有割合　　　　　　　　　　　　　　　13.47％

　

②大量保有者　　　　　　　　　　　　　　　　　上竹智久

　住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　千葉県白井市

　保有株券等の数　　　　　　　　　　　　　　　株式　10,100株

　株券等保有割合　　　　　　　　　　　　　　　8.05％

　

（６）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成21年12月31日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

①【発行済株式】

 平成21年12月31日現在　　

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式  109,460 10,946 （注）

単元未満株式 普通株式　　　 40 － （注）

発行済株式総数 109,500 － －

総株主の議決権 － 10,946 －

　（注）　権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。
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②【自己株式等】

 平成21年12月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

－ － － － － －

計 － － － － －

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
７月

８月 ９月 10月 11月 12月
平成22年
１月

２月 ３月

最高（円） 3,590 3,270 3,080 3,000 2,990 2,930 3,510 3,370 3,090

最低（円） 2,780 2,790 2,810 2,755 2,540 2,690 2,770 2,860 2,910

　（注）最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズ市場におけるものであります。

　

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の変更はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表及び四半期財務諸表の作成方法について

(１) 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内

閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

(２) 当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

   　なお、当第３四半期会計期間（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）及び当第３四半期累計期間（平

成21年７月１日から平成22年３月31日まで）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

(３) 前第３四半期連結会計期間（平成21年１月１日から平成21年３月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間

（平成20年７月１日から平成21年３月31日まで）は四半期財務諸表を作成していないため、前第３四半期会計期

間（平成21年１月１日から平成21年３月31日まで）及び前第３四半期累計期間（平成20年７月１日から平成21

年３月31日まで）に係る四半期損益計算書並びに前第３四半期累計期間（平成20年７月１日から平成21年３月

31日まで）に係る四半期キャッシュ・フロー計算書に代えて、前第３四半期連結会計期間（平成21年１月１日か

ら平成21年３月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成20年７月１日から平成21年３月31日まで）に

係る四半期連結損益計算書並びに前第３四半期連結累計期間（平成20年７月１日から平成21年３月31日まで）

に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書を記載しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成21年１月１日から

平成21年３月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成20年７月１日から平成21年３月31日まで）に係る

四半期連結財務諸表並びに当第３四半期会計期間（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）及び当第３四

半期累計期間（平成21年７月１日から平成22年３月31日まで）に係る四半期財務諸表について、清和監査法人によ

る四半期レビューを受けております。

　

３．四半期連結財務諸表について　　

　当社は、当第３四半期会計期間（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）及び当第３四半期累計期間（平

成21年７月１日から平成22年３月31日まで）については、連結対象となる子会社がありませんので、四半期連結財

務諸表を作成しておりません。　
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】
【当第３四半期会計期間末】

（単位：千円）

当第３四半期会計期間末
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 44,516

受取手形及び売掛金 170,056

原材料及び貯蔵品 4,013

その他 53,372

貸倒引当金 △4,132

流動資産合計 267,824

固定資産

有形固定資産

建物 1,503,141

減価償却累計額 △390,480

建物（純額） 1,112,660

構築物 254,818

減価償却累計額 △138,609

構築物（純額） 116,209

機械及び装置 2,450,980

減価償却累計額 △1,316,256

機械及び装置（純額） 1,134,724

車両運搬具 41,417

減価償却累計額 △37,861

車両運搬具（純額） 3,555

工具、器具及び備品 32,460

減価償却累計額 △26,890

工具、器具及び備品（純額） 5,570

土地 318,400

建設仮勘定 3,633

有形固定資産合計 2,694,754

無形固定資産

その他 7,667

無形固定資産合計 7,667

投資その他の資産

関係会社株式 35

その他 46,985

貸倒引当金 △1,524

投資その他の資産合計 45,496

固定資産合計 2,747,918

資産合計 3,015,742
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（単位：千円）

当第３四半期会計期間末
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 68,228

1年内返済予定の長期借入金 131,253

短期借入金 50,000

未払金 127,652

未払法人税等 2,314

その他 42,498

流動負債合計 421,947

固定負債

長期借入金 1,687,805

長期未払金 125,013

その他 14,887

固定負債合計 1,827,707

負債合計 2,249,654

純資産の部

株主資本

資本金 190,375

資本剰余金 311,235

利益剰余金 263,985

株主資本合計 765,595

新株予約権 493

純資産合計 766,088

負債純資産合計 3,015,742
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【前連結会計年度末】
（単位：千円）

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 151,772

受取手形及び売掛金 166,385

原材料及び貯蔵品 2,148

繰延税金資産 1,892

その他 38,169

貸倒引当金 △1,983

流動資産合計 358,384

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 1,749,944

減価償却累計額 △472,520

建物及び構築物（純額） 1,277,423

機械装置及び運搬具 2,501,927

減価償却累計額 △1,225,092

機械装置及び運搬具（純額） 1,276,835

土地 313,515

建設仮勘定 25,148

その他 32,921

減価償却累計額 △26,230

その他（純額） 6,690

有形固定資産合計 2,899,613

無形固定資産 9,822

投資その他の資産

投資有価証券 235

その他 73,585

貸倒引当金 △6,897

投資その他の資産合計 66,922

固定資産合計 2,976,359

資産合計 3,334,743
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（単位：千円）

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 68,071

短期借入金 30,000

1年内返済予定の長期借入金 415,440

1年内償還予定の社債 155,000

未払金 161,504

未払法人税等 2,614

その他 74,686

流動負債合計 907,317

固定負債

社債 120,000

長期借入金 1,341,779

長期未払金 201,288

繰延税金負債 2,414

その他 11,822

固定負債合計 1,677,304

負債合計 2,584,621

純資産の部

株主資本

資本金 190,375

資本剰余金 311,235

利益剰余金 248,272

株主資本合計 749,882

新株予約権 240

純資産合計 750,122

負債純資産合計 3,334,743
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（２）【四半期損益計算書】
【前第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成21年３月31日)

売上高 1,179,890

売上原価 993,065

売上総利益 186,824

販売費及び一般管理費 ※
 201,357

営業損失（△） △14,532

営業外収益

受取利息 212

法人税等還付加算金 27

助成金収入 1,605

金利スワップ評価益 673

保険解約返戻金 1,410

パークゴルフ利用料 3,373

その他 498

営業外収益合計 7,800

営業外費用

支払利息 64,372

有価証券売却損 707

支払手数料 7,249

その他 6,482

営業外費用合計 78,812

経常損失（△） △85,544

特別利益

固定資産売却益 11,502

受取保険金 1,815

特別利益合計 13,317

特別損失

固定資産売却損 20,491

固定資産除却損 615

貸倒引当金繰入額 6,463

特別損失合計 27,569

税金等調整前四半期純損失（△） △99,797

法人税、住民税及び事業税 1,018

法人税等調整額 8,858

法人税等合計 9,877

四半期純損失（△） △109,674
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【当第３四半期累計期間】
（単位：千円）

当第３四半期累計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成22年３月31日)

売上高 1,205,895

売上原価 915,806

売上総利益 290,089

販売費及び一般管理費 ※
 193,006

営業利益 97,082

営業外収益

受取利息 28

金利スワップ評価益 817

パークゴルフ入場料 4,494

受取家賃 4,200

その他 631

営業外収益合計 10,172

営業外費用

支払利息 62,410

支払手数料 7,439

その他 4,851

営業外費用合計 74,701

経常利益 32,553

特別利益

固定資産売却益 1,130

特別利益合計 1,130

特別損失

固定資産売却損 859

固定資産除却損 641

貸倒引当金繰入額 14

貸倒損失 5,614

事業構造改善費用 24,644

その他 895

特別損失合計 32,670

税引前四半期純利益 1,013

法人税、住民税及び事業税 2,039

法人税等調整額 △16,739

法人税等合計 △14,699

四半期純利益 15,713
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【前第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年３月31日)

売上高 383,278

売上原価 323,148

売上総利益 60,129

販売費及び一般管理費 ※
 55,993

営業利益 4,135

営業外収益

受取利息 65

金利スワップ評価益 565

保険解約返戻金 1,410

パークゴルフ入場料 1,160

その他 261

営業外収益合計 3,463

営業外費用

支払利息 20,975

支払手数料 2,483

その他 2,093

営業外費用合計 25,552

経常損失（△） △17,953

特別利益

固定資産売却益 826

貸倒引当金戻入額 4,171

特別利益合計 4,998

税金等調整前四半期純損失（△） △12,954

法人税、住民税及び事業税 162

法人税等調整額 516

法人税等合計 678

四半期純損失（△） △13,633
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【当第３四半期会計期間】
（単位：千円）

当第３四半期会計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年３月31日)

売上高 373,697

売上原価 293,285

売上総利益 80,412

販売費及び一般管理費 ※
 60,602

営業利益 19,809

営業外収益

受取利息 9

金利スワップ評価益 295

パークゴルフ入場料 1,407

受取家賃 2,400

その他 35

営業外収益合計 4,147

営業外費用

支払利息 18,502

支払手数料 2,651

その他 1,543

営業外費用合計 22,696

経常利益 1,260

特別利益

貸倒引当金戻入額 15

固定資産売却益 85

特別利益合計 101

特別損失

固定資産売却損 859

事業構造改善費用 14,644

その他 385

特別損失合計 15,889

税引前四半期純損失（△） △14,528

法人税、住民税及び事業税 460

法人税等調整額 △10,923

法人税等合計 △10,462

四半期純損失（△） △4,065
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】
【前第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成21年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △99,797

減価償却費 244,513

支払手数料 5,250

貸倒引当金の増減額（△は減少） 8,322

賞与引当金の増減額（△は減少） 5,928

受取利息及び受取配当金 △212

支払利息 64,372

金利スワップ評価損益（△は益） △673

有形固定資産売却損益（△は益） 8,988

固定資産除却損 615

売上債権の増減額（△は増加） 20,099

破産更生債権等の増減額（△は増加） △12,696

たな卸資産の増減額（△は増加） △523

仕入債務の増減額（△は減少） △13,806

未払金の増減額（△は減少） △1,421

未払消費税等の増減額（△は減少） 42,085

その他 △3,793

小計 267,251

利息及び配当金の受取額 210

利息の支払額 △64,229

法人税等の支払額 △2,198

営業活動によるキャッシュ・フロー 201,034

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻による収入 1,861

有形固定資産の取得による支出 △41,350

有形固定資産の売却による収入 44,726

投資有価証券の売却による収入 9,135

投資活動によるキャッシュ・フロー 14,372

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 54,000

長期借入れによる収入 799,000

長期借入金の返済による支出 △732,652

社債の償還による支出 △155,000

割賦債務の返済による支出 △101,685

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △7,956

財務活動によるキャッシュ・フロー △144,294

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 71,112

現金及び現金同等物の期首残高 62,420

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 133,533
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【当第３四半期累計期間】
（単位：千円）

当第３四半期累計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成22年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 1,013

減価償却費 211,291

支払手数料 5,250

貸倒引当金の増減額（△は減少） △3,224

金利スワップ評価損益（△は益） △817

受取利息及び受取配当金 △28

支払利息 62,410

有形固定資産売却損益（△は益） △271

固定資産除却損 641

貸倒損失 5,614

賞与引当金の増減額（△は減少） 5,817

売上債権の増減額（△は増加） △3,671

破産更生債権等の増減額（△は増加） 5,499

新株発行費 253

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,864

仕入債務の増減額（△は減少） 156

未払金の増減額（△は減少） 7,632

未払消費税等の増減額（△は減少） △24,500

その他 △14,621

小計 256,581

利息及び配当金の受取額 45

利息の支払額 △61,953

法人税等の支払額 △2,809

営業活動によるキャッシュ・フロー 191,864

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △23,437

定期預金の払戻による収入 23,437

有形固定資産の取得による支出 △38,794

有形固定資産の売却による収入 23,197

関係会社の整理による収入 200

貸付けによる支出 △1,200

貸付金の回収による収入 1,340

その他 61

投資活動によるキャッシュ・フロー △15,195
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（単位：千円）

当第３四半期累計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成22年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 20,000

長期借入れによる収入 ※2
 134,062

長期借入金の返済による支出 △162,223

社債の償還による支出 ※2
 △185,000

割賦債務の返済による支出 △82,163

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △8,601

財務活動によるキャッシュ・フロー △283,925

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △107,256

現金及び現金同等物の期首残高 151,772

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 44,516
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【継続企業の前提に関する事項】

　　　該当事項はありません。

　

【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

該当事項はありません。

　

【簡便な会計処理】

 
当第３四半期累計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成22年３月31日）

固定資産の減価償却費の算定方法 減価償却費の方法として定率法を採用している資産については、事業年度に

係る減価償却費の額を期間按分して算出する方法によっております。

　

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

該当事項はありません。

　

　

【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

　　当第３四半期会計期間末（平成22年３月31日）

　　　該当事項はありません。　

　

（四半期損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成21年３月31日）

　

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

　

支払手数料 44,079千円

従業員給料及び手当 40,286 

役員報酬 25,095 

租税公課 17,645 

貸倒引当金繰入額 1,859 

　

　

当第３四半期累計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成22年３月31日）

　

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

　

支払手数料       32,533千円

従業員給料及び手当       38,493 

役員報酬      20,295 

租税公課      20,019 

貸倒引当金繰入額  2,149 

賞与引当金繰入額  4,057 
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前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

　

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

　

支払手数料 11,209千円

従業員給料及び手当 13,750 

役員報酬 6,765 

租税公課 3,934 

　

　

当第３四半期会計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

　

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

　

支払手数料       9,469千円

従業員給料及び手当       13,017 

役員報酬      6,765 

租税公課      6,586 

研究開発費 4,808　

貸倒引当金繰入額 △908　

賞与引当金繰入額 1,352　

　

　

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成21年３月31日）

　

※　 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　

（平成21年３月31日現在） 　

 （千円）

現金及び預金勘定 133,533

預入期間が３か月を超える定期預金 －　

現金及び現金同等物 133,533
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当第３四半期累計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成22年３月31日）

　

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

　

（平成22年３月31日現在） 　

 （千円）

現金及び預金勘定      44,516

預入期間が３か月を超える定期預金  －

現金及び現金同等物     44,516

　

　

※２．重要な非資金取引の内容

　　　当第３四半期累計期間において取引金融機関より金融

債務の返済金額並びに返済期間の変更の同意を受領

致しました。これによる社債の減少と借入金の増加は

以下のとおりです。　　　　　　　（千円）

　

借入金の増加額  90,000

社債の減少額     90,000

　

　　 　

　

（株主資本等関係）

当第３四半期会計期間末（平成22年３月31日）及び当第３四半期累計期間（自　平成21年７月１日　至　平成22年

３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式　109,500株　

 

２．自己株式の種類及び株式数

該当事項はありません。　

 

３．新株予約権等に関する事項　

　ストックオプションとしての新株予約権

　　新株予約権の四半期会計期間末残高　　　　提出会社　493千円　

　

４．配当に関する事項

  該当事項はありません。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自　平成21年１月１日　至　平成21年３月31日）　

 
建設系リサイ
クル事業
（千円）

食品系リサイ
クル事業
（千円）

その他事業
（千円）

計（千円）
消去又は全
社（千円）

連結
（千円）

売上高                         

(1）外部顧客に対する売上高 275,76868,224 39,284383,278 ― 383,278

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
― ― ― ― ― ―

計 257,76868,224 39,284383,278 ― 383,278

営業利益 41,101 16,835 1,522 59,459 (55,324)4,135

　

前第３四半期連結累計期間（自　平成20年７月１日　至　平成21年３月31日）

 
建設系リサイ
クル事業
（千円）

食品系リサイ
クル事業
（千円）

その他事業
（千円）

計（千円）
消去又は全
社（千円）

連結
（千円）

売上高                         

(1）外部顧客に対する売上高 834,513206,535138,8401,179,890 ― 1,179,890

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
― ― ― ― ― ―

計 834,513206,535138,8401,179,890 ― 1,179,890

営業利益又は営業損失（△） 126,42151,204 6,349 183,975 (198,508)△14,532

　（注）１．事業区分の方法

  事業は、市場の類似性を考慮して区分しております。

２．各区分に属する主要な事業内容

 主要な事業内容

建設系リサイクル事業 産業廃棄物の焼却・破砕・再生処理、バイオマス発電

食品系リサイクル事業 食品循環資源の堆肥・飼料化・乾式メタン発電

その他事業 白蟻の予防・駆除工事、住宅の解体工事

３．事業区分の方法の変更

前連結会計年度まで、事業区分を「建設系リサイクル事業」、「食品系リサイクル事業」、「遊技機リサイ

クル事業」、「その他事業」の４セグメントとしておりましたが、第１四半期連結累計期間より、「建設系リ

サイクル事業」、「食品系リサイクル事業」、「その他事業」の３セグメントに事業区分を変更することと

いたしました。この変更は、平成20年６月13日開催の当社取締役会において、遊技機リサイクル事業を廃止を

決議したことにより、金額的な重要性が低下したため、遊技機リサイクル事業を「その他事業」へ統合して

おります。

この結果、従来の方法に比較して「その他事業」において、当第３四半期連結累計期間の売上高は1,565千

円増加し、営業利益は954千円減少しております。

　

【所在地別セグメント情報】

　前第３四半期連結会計期間（自平成21年１月１日　至平成21年３月31日）及び前第３四半期連結累計期間（自

平成20年７月１日　至平成21年３月31日）において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店

がないため、該当事項はありません。
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【海外売上高】

　前第３四半期連結会計期間（自平成21年１月１日　至平成21年３月31日）及び前第３四半期連結累計期間（自

平成20年７月１日　至平成21年３月31日）において、海外売上高がないため該当事項はありません。

　　

（デリバティブ取引関係）

デリバティブ取引の契約額等は、前事業年度の末日と比較して著しい変動がありません。なお、ヘッジ会計を適

用しているデリバティブ取引は注記の対象から除いております。　

　

（ストック・オプション等関係）

当第３四半期会計期間（自平成22年１月１日　至平成22年３月31日）

当第３四半期会計期間に付与したストック・オプションの内容

 平成22年ストック・オプション

 付与対象者の区分及び人数  当社従業員 52名

 株式の種類別のストック・オプションの付与数  普通株式　2,500株

 付与日  平成22年３月24日

 権利確定条件

 付与日（平成22年３月24日）以降、権利行使時においても当社取締

役、監査役、従業員または当社子会社取締役、監査役、従業員のいず

れかの地位であることを要する。

 対象勤務期間  自平成22年３月24日　至平成23年３月24日

 権利行使期間  自平成23年３月25日　至平成26年３月24日

 権利行使価格（円） 3,215

 付与日における公正な評価単価（円） 1,215
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期会計期間末
（平成22年３月31日）

　
　

１株当たり純資産額 6,991.74円 　

　

前連結会計年度末
（平成21年６月30日）

　

１株当たり純資産額 6,848.24円 　

　

２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額等

前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成21年３月31日）

　

１株当たり四半期純損失金額 1,124.87　　　円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純

損失であるため記載しておりません。

 

　

　（注）　１株当たり四半期純損失金額算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成21年３月31日）

　

１株当たり四半期純損失金額     　

四半期純損失（千円） 109,674　 　

普通株主に帰属しない金額（千円） － 　

普通株式に係る四半期純損失（千円） 109,674　 　

期中平均株式数（千株） 97 　

     　

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額     　

四半期純利益調整額（千円） － 　

（うち支払利息（税額相当額控除後））     　

（うち事務手数料（税額相当額控除後））     　

普通株式増加数（千株） － 　

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－ 　
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当第３四半期累計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成22年３月31日）

　

１株当たり四半期純利益金額

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額

143.50　

　

136.79　

円

　

円

　

　

　（注）　１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。

 
当第３四半期累計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成22年３月31日）

　

１株当たり四半期純利益金額     　

四半期純利益（千円） 15,713 　

普通株主に帰属しない金額（千円）     　

普通株式に係る四半期純利益（千円） 15,713 　

期中平均株式数（千株） 109 　

     　

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額     　

四半期純利益調整額（千円） － 　

（うち支払利息（税額相当額控除後））     　

（うち事務手数料（税額相当額控除後））     　

普通株式増加数（千株） 5 　

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前事業年度末から重要な変動があったものの

概要

当第３四半期累計期間の潜在

株式調整後１株当たり四半期純

利益については、新株予約権の

残高がありますが、希薄化効果

を有しないため、記載しており

ません。

なお、第１回新株予約権の概

要は「第４　提出会社の状況１　

株式等の状況（２）新株予約権

等の状況」に記載のとおりであ

ります。
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前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

　

１株当たり四半期純損失金額 139.83円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純

損失であるため記載しておりません。

 

　

　（注）　１株当たり四半期純損失金額算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

　

１株当たり四半期純損失金額     　

四半期純損失（千円） 13,663 　

普通株主に帰属しない金額（千円） － 　

普通株式に係る四半期純損失（千円） 13,663 　

期中平均株式数（千株） 97 　

     　

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額     　

四半期純利益調整額（千円） － 　

（うち支払利息（税額相当額控除後））     　

（うち事務手数料（税額相当額控除後））     　

普通株式増加数（千株） － 　

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－ 　
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当第３四半期会計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

　

１株当たり四半期純損失金額 37.13円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純

損失であるため記載しておりません。

 

　

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第３四半期会計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

　

１株当たり四半期純損失金額     　

四半期純損失（千円） 4,065 　

普通株主に帰属しない金額（千円） － 　

普通株式に係る四半期純損失（千円） 4,065 　

期中平均株式数（千株） 109 　

     　

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額     　

四半期純利益調整額（千円） － 　

（うち支払利息（税額相当額控除後））     　

（うち事務手数料（税額相当額控除後））     　

普通株式増加数（千株） － 　

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前事業年度末から重要な変動があったものの

概要

当第３四半期会計期間の潜在

株式調整後１株当たり四半期純

利益については、新株予約権の

残高がありますが、希薄化効果

を有しないため、記載しており

ません。

なお、第１回新株予約権の概

要は「第４　提出会社の状況１　

株式等の状況（２）新株予約権

等の状況」に記載のとおりであ

ります

　

　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。　

　

（リース取引関係）

リース取引開始日がリース会計基準適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理をしておりますが、当第３四半期会計期間におけるリー

ス取引残高は前事業年度末に比べて著しい変動がないため記載しておりません。

　

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年５月13日

株式会社フジコー

取締役会　御中

清和監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 筧　　悦生　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 戸谷　英之　　印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社フジコー

の平成20年7月１日から平成21年6月30日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成21年１月１日から平成21

年３月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成20年7月1日から平成21年３月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、

すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的

手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社フジコー及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状

態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計

期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められな

かった。

 

追記情報

継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は当第３四半期連結累計期間においても経常損失85,544千円及び四

半期純損失109,674千円を計上している。また、一部の借入契約については依然として契約に規定された財務制限条項に抵

触しており、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されて

いる。四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を四半期連結財務諸表

には反映していない。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　                                                                                                  以　上

 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年５月11日

株式会社フジコー

取締役会　御中

清和監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 筧　　悦生　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 戸谷　英之　　印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社フジ

コーの平成21年７月１日から平成22年６月30日までの第37期事業年度の第３四半期会計期間（平成22年１月１日から平

成22年３月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成21年７月１日から平成22年３月31日まで）に係る四半期財務諸

表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを

行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的

手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社フジコーの平成22年３月31日現在の財政状態、同日をもって終了する

第３四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正

に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　                                                                                                  以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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